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1 ．はじめに

本研究は，日本企業の研究開発，製品開発から
市場における製品のパフォーマンスに至る総合的
なデータを蓄積し，その変化の動向を把握するこ
とを目的としている。このため，2006年にはパイ
ロット調査を行い（張育菱ら 2007；張也ら 2007），
2007年から「研究開発に関する調査」（陳ら 

2009；李，濱岡 2008；濱岡 2010a， 2011a， 2012a， 

2013a, 2014; 郷，濱岡 2015a, 2016）を行ってきた。
「研究開発に関する調査2015（郷，濱岡 2016）」
では，2007年からの 9年間でトレンド変数が有意
となったのは312項目中40項目であった

1 ）
。これら

項目から，「研究開発の高度化」「ユーザーへの評
価，対応の低下」「研究開発のオープン化の停滞

 1）複数年調査が行われている項目。
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＜要　　約＞
筆者は，2007年から日本企業を対象に，研究開発や製品開発についての調査を行ってきた。こ

れまでは上場企業を対象として，毎年二つの調査を行ってきた。2015年度からは，非上場企業も
対象として，二つの調査を隔年，交互に行うこととした。本稿では，2017年11月に行った「研究
開発に関する調査」のうち上場企業の結果を中心に，11年間の変化動向・単純集計結果を紹介す
る。770社（上場企業350社，非上場企業420社）に調査票を送付し，204社（上場企業89社，非上
場企業115社）から回答を得た。2007年からの11年間（10回の調査）でトレンド変数が有意となっ
たのは323項目中56項目であった。これら項目から，「研究開発の高度化」「ユーザーへの評価，
対応の低下」「研究開発のオープン化の停滞と限界」「研究開発のインセンティブの変化」「海外
での R&D の自律化と成果向上」「技術や品質の強化の一方での開発スピードの低下」など，研
究開発が困難になっていることがわかった。一方で，「トップによる方向性の明示や，信頼や公
正さなど組織文化の強化」が進行している。2017年度は自社だけでなく他社との共生を目指す

「エコシステム」についても質問したが，自社独自のプラットフォーム設立，他社への提供，他
社設立のプラットフォームの利用とも，評価は低いことがわかった。
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と限界」「研究開発のインセンティブの変化」「海
外での R&D の自律化と成果向上」「技術や品質
の強化の一方での開発スピードの低下」など，研
究開発が困難になっているといえる。一方で，
「トップによる方向性の明示や，信頼や公正さな
ど組織文化の強化」が進行している。なお，2015
年度は「国や政府，地方自治体による科学技術振
興のための各種の政策」の利用状況も質問したが，
全般的に利用されていないこと，特に非上場企業
では「研究開発参加・受託」「研究成果・情報利
用」が特に利用されていないことがわかった（郷，
濱岡 2016）。
この調査から得られたデータについては，

Chesbrough （2003, 2006）, Chesbrough et al.

（2014a, b）の提案する「オープン・イノベーショ
ン（以下，OI）」に注目して，inbound OIとoutbound 

OI の成果の規定要因が異なることを示した
（Hamaoka 2009）。また，日本企業においては，取
引費用（Coase 1937; Williamson 1975）よりも能力
の高さ（Wernerfelt 1984; Langlois and Robertson 

1995）の方が有意であったことから，企業が外部
を補完的に利用していることを示した（Hamaoka 

2012）。この他，日本企業においては「（自社へ
の）信頼」も inbound OI の成果に正で有意な影
響を与えていることから，社会的関係によって埋
め込まれていると機会主義的な行動が抑制される
ことなどによって，取引がより長期的・効率的に
行えるという Granovetter（1985）の論点を支持
することを示した。この他，韓国との比較も行い，
日本企業の方が情報源としては外部を利用してい
るもののツールの導入，利用は遅れており，韓国
企業の方が外部との連携を利用し，オープン・イ
ノベーションの成果を挙げていることを明らかに
した（濱岡 2011c；濱岡ら 201

2 ）
1）。

以下，本稿では2017年11月に行った「研究開発
に関する調査」の結果を報告する。これまで同時
に行ってきた「製品開発に関する調査」について
は，馬ら（2008），尤ら（2009），濱岡（2010b, 2011b, 

2012b, 2013b; 郷，濱岡（2015b）を参照されたい
3 ）
。

2 ．調査の概要

1）　調査方法
本研究は 4 年間を 1 期として科研費を申請し，

2回助成を受けてきた。これまでの 2期分，つま
り2007年-2014年は上場企業に限定して，毎年，

「研究開発に関する調査」と「製品開発に関する
調査」を行ってきた。2015年度からの第 3期では，
上場企業とあわせて非上場企業も調査対象に加え
る代わりに，二つの調査を交互に 1年おきに行う
こととした。つまり，2015年度は「研究開発に関
する調査」，2016年度は「製品開発に関する調査」，
そして2017年度は「研究開発に関する調査」を行
うこととした。このように，「研究開発に関する
調査」を行ったのは2007年から2015年までの 9年
間と， 1年あけた2017年の合計10回となるが，以
下では最初に行った2007年から2017年までの11年
間の変化傾向と呼ぶ。
上場企業については，これまで通り以下のサン

プリング方法とした。つまり，ダイヤモンド社会
社職員録より，研究開発担当部署（研究所などを
含む）がある企業を抽出し，その部署の部長以上
の役職者を選ぶ。ただし，一つの企業に複数の研
究関連部署がある場合には，それらの中から 1名
をランダムに選ぶ。本年度も同様の方法で抽出し，
350（名）社となった

4 ）
。非上場企業についてもダ

イヤモンド社会社職員録を用いて，上場会社と同
様の基準で420（名）社を選んだ。このようにし
て計770（名）社を調査対象とした。2017年11月
にアンケート調査票を送付し，最終的に204社か
らの回答が得られたので，回答率は26.5％となっ
た（表 1 参照

5 ）
）。回答率は上場企業25.4％，非上

 2）日韓調査では，非上場企業が調査対象である。
 3）2006年のパイロット調査とは，調査票の構成

およびサンプリング方法を変更した。詳細は馬

ら（2008）を参照のこと。
 4）例年400社程度に送付してきたため，2015年度

は2014年度の送付先のうち，先に抽出した名簿
に含まれていない企業81社を加えた。2017年度
については，前回調査が2015年度と 2 年間離れ
るため，このような追加は行わなかった。

 5）同時に行ってきた「製品開発に関する調査」
では，回収率向上のため，2012年度調査から回
答期限を 2 ヶ月とした。本調査についても2012
年度は回答期間を 2ヶ月としたところ，例年よ
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また，研究開発に関する国や自治体からの支援
についての項目を新設した

7 ）
。

場企業27.3％となった。

2）　調査項目
調査項目については，昨年度とほぼ同じである

が，研究開発の特徴に関する11項目ついて，二つ
の状況のいずれに近いかを回答させる SD

（semantic differential）方式としていたが，片側
の状況のみを挙げて回答させるリッカート方式に
変更した

6 ）
。

表 1　各調査の比較
2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2017年

調査時期
11月20日
-12月20日

11月20日
-12月20日

11月20日
-12月23日

11月10日
-12月10日

11月10日
-12月10日

11月10日
-2013年
1 月 9 日

11月10日
-12月20日

11月20日
-12月26日

11月16日
-12月25日

11月27日
-12月29日

発送数 450社 419社 485社 434社 451社 448社 488社 524社
907社

（上場429社，
非上場478社）

770社
（上場350社，
非上場420社）

不到達数 ― ― 7 社 7 社 ― 6 社 5 社 12社
10社

（同 4社，6社）
―

回答者数 122社 132社 127社 134社 136社 109社 125社 118社
247社

（同92社，155社）
204社

（同89社，115社）

回答率 27.1％ 31.5％ 26.5％ 31.4％ 30.2％ 24.7％ 25.9％ 23.0％
27.5％

（同21.6％，32.8％）
26.5％

（同25.4％，27.3％）

注） 　調査方法はいずれも郵送法であり，依頼状とともに調査票および返信用封筒を送付した。
 　 　調査時期は依頼状に記した送付日および返送期限である。実際には返送期限が過ぎても回答頂いたものも回答者数に

含めてある。

りも回答率が低くなった。このため，2011年以
前同様， 1ヶ月とした。なお， 2ヶ月としたこ
とによって回収率が低下したのは，多忙となる
年末にかかったためではないかと考えられる。

 6）下記の12項目について，SD 法で質問してきた
が，括弧内の形容詞を除去し，リッカート方式
とした。

　　　 「主要な製品は消費者向けである（産業向け
である）」

　　　 「自社でコアとなる技術を開発している（他
社の技術，部品，素材を調達，組み合わせ
て製品，サービスとしている）」

　　　 「複数の製品で共通に使えるプラットフォー
ムを開発する（製品毎の開発を行う）」

　　　 「多様な領域で研究開発を行っている（特定
の領域で研究開発を行っている）」

　　　 「社内の異なる研究領域の共同研究が積極的
に行われている（社内の異なる研究領域ご
とに研究開発が行われることが多い）」

　　　 「研究開発の段階から生産，マーケティング

なども視野に入れている（研究開発の段階
と生産，マーケティングなどの段階は分離
されている）」

　　　 「研究開発は個人の能力などに大きく依存す
る（研究開発は組織の能力に大きく依存す
る）」

　　　 「技術の動向の見極め，目利きは特定の個人
に依存している（技術の動向の見極めのた
めに組織的に対応している）」

　　　 「比較的多くのテーマを設定し，途中で絞り
込む（はじめから少数のテーマを設定し，
それに集中して研究を行う）」

　　　 「特許を取得することに積極的である（特許
による情報公開は行わず技術のブラック
ボックス化を重視している）」

　　　 「特許などによるライセンス収入を重視して
いる（特許は防御やクロスライセンスとい
う点から重視している）」

 7）2012年度から，これまでの分析結果を踏まえ
て，平均値が一貫して低く，実施されていない
項目や，同一の概念を測定するために設定した
が収束妥当性が低い下記の20項目を削除した。

　・研究開発の現状について
　　 「技術プッシュ型である。」「ごく少数のコア技

術の育成に注力する。」「一つのコア技術を複
数の製品，市場に展開する。」「研究開発も工
場など現場と同じ所で行われる。」

　・海外での R&D について
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3 ．トレンド変化が有意となった項目

1）　回答企業の業種分布（図 1）
11年分の折れ線グラフは煩雑となるので，以下

では，2007，2012，2017年上場および非上場の割
合や平均値をグラフに示す。数字は2017年「研究
開発に関する調査（上場企業）」の結果である

8 ）
。

回答企業の業種については，37の選択肢を挙げ
て，あてはまるものをすべて選んでもらっている。
上場企業では「4. 化学工業」「5. 医薬品」「1. 食
品」「12. 電気機器」「17. その他製造業」の順に多
くなっている。2007, 2012, 2017年とも業種分布は
概ね類似しているが，後述するように「8. 窯業」
が減少，「33. 通信」「34. 電力」が増加傾向にある。
特に電力については，2012年までは 1％未満の年
が多かったが，2013年以降は 3 ％を超えている。
これは，震災後の電力の自由化を反映したもので
あろう。
以下では単純集計の比較を行うが，調査年によ

る業種の分布の影響を除去するために，これまで
と同様，下記のような補正を行った（濱岡 2010a，
b， 2011a，b， 2012a，b， 2013a，b， 2014; 濱岡，尤 

2014; 郷，濱岡 2015a, 2016）。つまり，業種ダミー，
回答年度を説明変数とし， 5 段階尺度などメト
リックな質問項目については回帰分析，選択式

（ 0 / 1 ）の設問については二項ロジット分析を
行った（線形トレンドモデル）。ただし，調査の
継続にともなってサンプルサイズが増加し，トレ
ンドが検出される傾向が強くなってきた。このた
め，2012年度からは，調査年の代わりに2007年を
基準とした調査年ダミーを用いて同様の推定を
行った（ダミー変数モデル）。AIC によって二つ
のモデルの適合度を比較し，線形トレンドモデル
の方が適合度が高く，回答年度の係数が 0という
仮説が少なくとも10％水準で棄却された場合に，
11年間で増加もしくは減少のトレンドがあると判
定する

9 ）
。2015年度，2017年度調査には非上場企業

・自社についての設問
Q 1 　業種
Q17-Q18 　企業全体としての他社と比べた強

みおよび組織文化など
・自社をとりまく環境についての設問

Q 3 　製品や市場の特徴
Q 4 　ユーザー企業，消費者の特徴

・研究開発についての設問
Q 2 ，Q 5 -Q10　研究開発の現状
Q11-Q13 　研究開発における外部連携，オー

プン・イノベーション
・Q14-Q16　海外における R&D

・Q19　ビジネス・エコシステムについての質問

　　 「時差を利用して，24時間体制での研究開発を
行っている。」「各拠点では本社が強みをもっ
た分野の研究を行っている。」「各研究開発拠
点のマネジメント方法はほとんど同じであ
る。」「研究者や技術者の行動は各拠点によっ
て全く異なっている。」「各拠点は現地のマー
ケティングと十分に連携している。」「海外拠
点間での技術情報の交換は充分に行われてい
る。」「日本から海外拠点への市場に関する情
報提供は充分行われている。」「海外拠点から
日本への市場に関する情報提供は充分行われ
ている。」「海外拠点間での市場に関する情報
の交換は充分に行われている。」「各拠点は，
その国でトップクラスの研究開発を行ってい
る。」「各拠点は，その国でトップクラスの人
材を集めている。」「各拠点では開発のスピー
ドが向上している。」「各拠点は各地域市場で
の生産能力の向上に寄与した。」「各拠点を通
じた日本への技術移転が進んだ。」「各拠点を
通じた日本からの技術移転が進んだ。」「各拠
点と日本での研究の相乗効果が得られた。」

　　一方，「企業間関係のマネジメント能力
（Kirschman and LaPorte 2008）」について，下記
を追加した。

　　 「外部の個人，組織との共同研究，委託研究の
成果を測定，評価している。」

　　 「外部の個人，組織と共同研究や委託研究を管
理，進行する能力は高い。」

　　 「外部の個人，組織との共同研究や委託研究で
問題が生じないように調整する能力が高い。」

 8）2007年以降，各年度の結果については，李，
濱岡（2008），陳ら（2010），濱岡（2010a， 2011a， 
2012a， 2013a）を参照されたい。

 9）線形ではなく曲線を仮定することも可能だが，
細かい変化を示唆する理論もないため，年度と
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とも回答していただいた企業はなく， 9回回答い
ただいた企業は18社であった（上場企業）。回答
企業は入れ替わっているが，このように安定した
結果が得られたことは，単純集計に示すような傾
向が日本企業に共通する傾向であることを示唆し
ている

11）
。

表 2には，このようにして推定したトレンド係
数の符号と有意水準を示した。例えば「＋＋＋」
とある項目は係数が正で 1％水準で有意であった

も含むが，トレンドの検定については上場企業の
みを分析対象とした。なお，2013年からは回答者
の所属部署，社内での役職も追加した

10）
。

本調査で時系列で比較可能なのは312項目だが，
このようにして検定した結果，少なくとも10％水
準で有意となったのは表 2の56項目である。10回

図 1　回答企業の業種分布

注） 　以下，2007, 2012, 2017とあるのは上場企業の回答。グラフ内の数字は2017年（上場企業）の値。各年のサンプル・サ
イズは，特に注がない場合には表 1に示す通り。

　　37の選択肢を設定したが，回答率が低いものは以下のように合算した。
　　　「18.水産・鉱業」：「18.水産」＋「19.鉱業」
　　　「21.商社・小売」：「21.商社」＋「22.小売」
　　　「23.金融」：「23.銀行」＋「24.証券」＋「25.保険」＋「26.その他金融業」
　　　「28.旅客・運輸」：「28.鉄道・バス」＋「29.陸運」＋「30.海運」＋「31.空運」＋「32.倉庫・運輸関連」

ともに減少もしくは増加するという線形トレン
ドモデルおよび，関数形を規定しないダミー変
数モデルを想定した。

10）・所属部署については下記のように分類した
（上場企業のみ）。
　　「研究開発関連 （1107名）」「その他（75名）」
　・社内での役職（上場企業のみ）
　　 「役職無し（170人）」「係課長級（162人）」「部
長級（398人）」「所長・取締役級（452人）」

11）いずれかの 1年のみ回答いただいたのは194社
のみで，複数回回答いただいた企業が増えてき
た。今後，パネル分析を行うことも可能である
（ 2 回254社， 3 回222社， 4 回195社， 5 回140
社， 6 回85社， 7 回57社， 8 回17社。いずれも
上場企業）。

40.0
（％）

35.0

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

1.食
品

2.繊
維

3.パ
ル
プ
・
紙

4.化
学
工
業

5.医
薬
品

6.石
油

7.ゴ
ム

＊
＊ 8.
窯
業

9.鉄
鋼
業

10
.非
鉄
金
属
及
び
金
属
製
品

11
.機
械

12
.電
気
機
器

13
.造
船

14
.自
動
車
・
自
動
車
部
品

15
.そ
の
他
輸
送
機
器

16
.精
密
機
器

17
.そ
の
他
製
造
業

18
.水
産
・
鉱
業

20
.建
設

21
.商
社
・
小
売

23
.金
融

27
.不
動
産

28
.旅
客
・
運
輸

33
.通
信

＊
＊
＊ 34

.電
力

35
.ガ
ス

36
.サ
ー
ビ
ス
業

37
.そ
の
他

2007 2012 2017 2017非上場

回
答
率 18.018.0

37.137.1

15.715.7

5.65.6

2.22.2

6.76.7

1.11.1

9.09.0

1.11.1

12.412.4
11.211.2

14.614.6

1.11.1

13.513.5

5.65.6

10.110.1

12.412.4

0.00.0 1.11.1

3.43.4 2.22.2 2.22.2
0.00.0

3.43.4
4.54.5
1.11.1

4.54.5

0.00.0
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表
2
　
11
年
間
の
ト
レ
ン
ド
係
数
が
有
意
と
な
っ
た
項
目

分
類

項
目

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
17
有
意

水
準

業
種

8
．
窯
業

9.
0％

7.
8％
10

.2
％
15

.7
％
7.
4％

5.
5％

6.
3％

4.
2％

4.
3％

6.
7％

－
－

33
．
通
信

0.
0％

0.
8％

0.
0％

2.
2％

0.
7％

0.
0％

0.
8％

0.
8％

1.
1％

3.
4％

＋
34
．
電
力

0.
0％

0.
8％

0.
8％

2.
2％

0.
7％

0.
0％

4.
8％

4.
2％

3.
3％

4.
5％
＋
＋
＋

研
究
開
発
の

（
基
礎
研
究
）
2
．
各
部
署
で
行
っ
て
い
る
。

14
.4
％
18

.9
％
22

.2
％
14

.9
％
19

.1
％
18

.3
％
21

.4
％
18

.5
％
20

.9
％
23

.8
％
＋

実
施
状
況

（
応
用
研
究
）
6
．
自
社
に
は
必
要
な
い
。

0.
8％

1.
6％

1.
6％

0.
7％

2.
9％

0.
0％

2.
4％

2.
5％

3.
4％

4.
6％

＋
＋

（
開
発
研
究
）
3
．
必
要
に
応
じ
て
行
う
こ
と
も
あ
る
。

9.
2％

5.
5％

5.
6％

8.
2％

4.
4％

4.
6％

5.
6％

6.
7％

5.
7％

3.
5％

－
研
究
開
発
に
関
す
2
．
研
究
開
発
，
技
術
戦
略
の
策
定

75
.2
％
76

.6
％
81

.9
％
81

.3
％
77

.2
％
71

.6
％
73

.8
％
68

.1
％
69

.1
％
70

.8
％
－
－

る
社
内
シ
ス
テ
ム
4
．
社
内
で
の
技
術
交
流
会

81
.0
％
79

.7
％
80

.3
％
75

.4
％
77

.9
％
76

.1
％
77

.8
％
73

.9
％
74

.6
％
67

.4
％
－
－

5
．
研
究
分
野
の
異
な
る
領
域
で
の
複
合
テ
ー
マ
の
設
定

34
.7
％
38

.3
％
41

.7
％
35

.1
％
38

.2
％
27

.5
％
35

.7
％
30

.3
％
28

.5
％
22

.5
％
－
－
－

6
．
自
主
的
な
研
究
テ
ー
マ
の
設
定

62
.8
％
71

.9
％
66

.9
％
62

.7
％
64

.0
％
47

.7
％
55

.6
％
46

.2
％
51

.5
％
50

.6
％
－
－
－

12
．
リ
サ
ー
チ
フ
ェ
ロ
ー
な
ど
研
究
者
の
地
位
優
遇
制
度

10
.7
％
15

.6
％
19

.7
％
14

.2
％
20

.6
％
16

.5
％
21

.4
％
18

.5
％
15

.3
％
21

.3
％
＋

14
．
売
上
な
ど
に
連
動
し
た
職
務
発
明
へ
の
報
酬
制
度

71
.9
％
69

.5
％
63

.0
％
61

.9
％
63

.2
％
53

.2
％
61

.9
％
60

.5
％
60

.2
％
56

.2
％
－
－
－

20
．
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
定
量
的
評
価

18
.2
％
18

.0
％
19

.7
％
19

.4
％
20

.6
％
16

.5
％
16

.7
％
14

.4
％
14

.3
％
9.
0％

－
－

研
究
開
発
の
特
徴
研
究
開
発
に
は
多
大
な
費
用
が
必
要
で
あ
る
。

3.
3

3.
3

3.
5

3.
5

3.
4

3.
4

3.
6

3.
5

3.
6

3.
6
＋
＋
＋

研
究
か
ら
実
用
化
ま
で
に
は
長
い
時
間
が
か
か
る
。

3.
4

3.
3

3.
6

3.
7

3.
6

3.
5

3.
6

3.
6

3.
6

3.
7
＋
＋

ユ
ー
ザ
ー
企
業
，
様
々
な
ニ
ー
ズ
を
も
っ
た
消
費
者
，
ユ
ー
ザ
ー
が
い
る
。

3.
9 

3.
9 

3.
7 

3.
7 

3.
7 

3.
7 

3.
6 

3.
6 

3.
7 

3.
6 
－
－
－

消
費
者
の
特
徴

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
の
ユ
ー
ザ
ー
間
で
の
交
流
が
活
発
で
あ
る
。

2.
5 

2.
4 

2.
5 

2.
4 

2.
5 

2.
4 

2.
4 

2.
3 

2.
4 

2.
4 

－
ユ
ー
ザ
ー
が
開
発
し
た
り
，
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
す
る
た
め
の
情
報
や
ツ
ー
ル
は
簡
単
に
入
手
で
き
る
。

2.
3 

2.
4 

2.
3 

2.
2 

2.
2 

2.
2 

2.
0 

2.
0 

2.
2 

2.
1 
－
－
－

ユ
ー
ザ
ー
か
ら
の
新
し
い
技
術
，
製
品
に
つ
い
て
の
提
案
が
多
い
。

3.
0 

3.
1 

3.
1 

3.
1 

2.
9 

3.
0 

3.
0 

2.
9 

2.
8 

2.
9 
－
－

研
究
開
発
の

Q
5.
貴
社
の
年
間
の
研
究
開
発
費
は
ど
の
位
で
し
ょ
う
か

?
3.
6 

3.
8 

3.
9 

3.
5 

3.
9 

3.
8 

3.
8 

3.
7 

3.
9 

4.
0 

＋
実
施
状
況

（
1
）　
年
間
の
研
究
テ
ー
マ
数
　
　
　
　
　
　
　
　
　

60
.1

 
71

.9
 
53

.4
 
55

.5
 
76

.3
 
71

.2
 
91

.8
 
64

.8
 
58

.6
 
11
2.
1 
＋

（
2
）　
技
術
的
に
開
発
が
成
功
し
た
も
の
　
　
　
　

23
.9

22
.2

16
.4

18
.3

22
.7

27
.8

29
.3

23
.9

17
.0

45
.0
＋
＋

（
3
）　
製
品
化
に
結
び
つ
い
た
も
の
　
　
　
　
　
　
　

12
.5

13
.9

10
.5

8.
6

16
.0

12
.9

18
.9

16
.2

17
.8

33
.5
＋
＋
＋

（
4
）　
市
場
で
も
成
功
し
た
も
の
　
　
　
　
　
　
　
　
　

6.
0

6.
7

4.
5

4.
5

5.
8

6.
0

6.
3

8.
3

5.
5

13
.7
＋
＋

研
究
開
発

研
究
者
，
技
術
者
が
営
業
担
当
者
や
顧
客
と
会
う
こ
と
が
あ
る
。

4.
0

4.
0

4.
1

4.
0

3.
9

3.
9

4.
0

3.
8

3.
7

3.
9
－
－
－

プ
ロ
セ
ス

他
の
社
員
の
研
究
や
課
題
解
決
を
支
援
す
る
こ
と
が
奨
励
さ
れ
て
い
る
。

3.
2 

3.
3 

3.
2 

3.
2 

3.
2 

3.
3 

3.
4 

3.
3 

3.
2 

3.
4 
＋
＋

成
功
し
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
メ
ン
バ
ー
は
さ
ら
に
重
要
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
配
属
さ
れ
る
。

2.
8 

3.
0 

3.
0 

2.
9 

3.
0 

3.
0 

3.
0 

2.
9 

3.
0 

3.
1 
＋
＋

研
究
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
そ
の
も
の
に
つ
い
て
も
事
後
的
な
レ
ビ
ュ
ー
を
行
い
次
回
の
開
発
に
活
か
す
。
3.
0 

3.
1 

3.
1 

3.
0 

3.
0 

3.
2 

3.
1 

3.
0 

3.
1 

3.
2 

＋
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外
部
連
携
に
関
す

4
．
大
学
や
研
究
機
関
へ
の
研
究
員
の
派
遣

62
.7
％

64
.1
％

66
.1
％

61
.2
％

60
.3
％

65
.1
％

53
.2
％

51
.3
％

53
.3
％

54
.3
％

－
－
－

る
社
内
シ
ス
テ
ム

6
．
異
業
種
の
交
流
会
へ
の
出
席

36
.4
％

37
.5
％

44
.1
％

44
.0
％

33
.1
％

35
.8
％

37
.3
％

27
.1
％

40
.2
％

30
.7
％

－
10
．
顧
客
，
ユ
ー
ザ
ー
を
招
い
た
社
内
技
術
報
告
会

/展
覧
会
の
開
催

39
.0
％

32
.0
％

39
.4
％

35
.8
％

36
.0
％

32
.1
％

40
.5
％

32
.2
％

31
.5
％

26
.2
％

－
14
．
外
部
の
技
術
を
探
索
す
る
た
め
の
部
署

/人
員
の
配
置

31
.4
％

30
.5
％

33
.1
％

27
.6
％

32
.4
％

35
.8
％

31
.0
％

34
.5
％

32
.6
％

39
.6
％

＋
外
部
連
携
の
方
法

10
．
技
術
を
持
っ
た
企
業
を

M
&

A
す
る
。

9.
9％

15
.6
％

15
.7
％

14
.2
％

15
.4
％

20
.2
％

20
.6
％

15
.3
％

23
.9
％

16
.9
％

＋
外
部
連
携
へ
の

外
部
の
技
術
を
そ
の
ま
ま
取
り
入
れ
る
こ
と
が
得
意
で
あ
る
。

2.
6 

2.
7 

2.
7 

2.
5 

2.
5 

2.
5 

2.
5 

2.
6 

2.
4 

2.
5 

－
－

評
価

外
部
の
技
術
を
内
部
の
技
術
と
結
び
つ
け
る
こ
と
が
得
意
で
あ
る
。

3.
2 

3.
3 

3.
2 

3.
0 

2.
9 

3.
0 

3.
1 

3.
0 

2.
9 

2.
9 

－
－
－

外
部
の
個
人
，
組
織
と
の
共
同
研
究
や
委
託
研
究
で
問
題
が
生
じ
な
い
よ
う
に
調
整
す
る
能
力
が
高
い
。

3.
0 

3.
1 

3.
0 

2.
9 

2.
9 

－
－

外
部
技
術
の
導
入
に
よ
っ
て
，
研
究
開
発
の
ス
ピ
ー
ド
が
向
上
し
た
。

3.
3 

3.
4 

3.
4 

3.
2 

3.
2 

3.
3 

3.
3 

3.
3 

3.
3 

3.
1 

－
－
－

研
究
開
発
が
製
品
化
へ
と
結
び
つ
い
て
い
る
。

3.
6 

3.
6 

3.
5 

3.
6 

3.
6 

3.
3 

3.
5 

3.
5 

3.
4 

3.
6 

－
－

研
究
開
発
の

1
．
米
国

80
.0
％

68
.8
％

72
.5
％

71
.7
％

74
.5
％

78
.4
％

62
.5
％

68
.1
％

70
.0
％

55
.9
％

－
海
外
拠
点

3
．
ド
イ
ツ

14
.3
％

15
.6
％

22
.5
％

21
.7
％

30
.9
％

24
.3
％

23
.2
％

21
.5
％

36
.7
％

26
.5
％

＋
7
．
東
欧

2.
9％

6.
3％

0.
0％

4.
3％

1.
8％

2.
7％

3.
6％

4.
3％

10
.0
％

8.
8％

＋
＋

8
．
ブ
ラ
ジ
ル

0.
0％

3.
1％

0.
0％

4.
3％

5.
5％

10
.8
％

7.
1％

10
.7
％

13
.3
％

8.
8％

＋
＋

12
．
台
湾

5.
7％

3.
1％

15
.0
％

8.
7％

12
.7
％

21
.6
％

14
.3
％

12
.8
％

30
.0
％

14
.7
％

＋
＋

海
外
拠
点
の

現
地
で
の
新
製
品
開
発

2.
1 

2.
3 

2.
1 

2.
3 

2.
1 

2.
3 

2.
4 

2.
3 

2.
2 

2.
5 

＋
＋

実
態
，
成
果

研
究
開
発

2.
0 

2.
1 

2.
2 

2.
0 

2.
1 

2.
3 

2.
4 

2.
3 

2.
1 

2.
4 

＋
＋
＋

拠
点
間
で
研
究
分
野
の
分
担
，
棲
み
分
け
が
行
わ
れ
て
い
る
。

3.
3 

3.
0 

3.
5 

3.
4 

3.
4 

3.
3 

3.
7 

3.
6 

3.
4 

3.
7 

＋
＋
＋

各
拠
点
間
の
研
究
の
重
複
が
な
い
よ
う
に
本
社
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動が低下している。
濱岡（2007），Hamaoka（2008, 2009, 2012, 2014）
では，外部知識を探索したり，内部知識を外部に
提供する「オープン・イノベーションの窓口」が
外部からの知識を取り入れる inbound OIの成果
と正の相関があることを示した。「14. 外部の技術
を探索するための部署/人員の配置」は増加傾向
にあるものの，「外部の技術をそのまま取り入れ
ることが得意である。」「外部の技術を内部の技術
と結びつけることが得意である。」という外部知
識の吸収能力，「外部技術の導入によって，研究
開発のスピードが向上した。」「研究開発が製品化
へと結びついている。」など，外部連携の成果は
低下傾向にある。外部から知識を取り入れたとし
ても，それを活用する能力が低下し，成果も低下
していると考えられる。
・研究開発のインセンティブの変化
「14. 売上などに連動した職務発明への報酬制
度」が低下する一方で，「12. リサーチフェローな
ど研究者の地位優遇制度」「成功したプロジェク
トメンバーはさらに重要なプロジェクトに配属さ
れる。」が増加している。金銭よりも地位や仕事
で報いるという日本型の報酬システム（高橋 

1997）のよさが見直されているのかもしれない。
・海外でのR&Dの自律化と成果向上
海外で R&Dを行っている企業は全体の 3割程
度であるが，「1.米国」が減少する一方で，「3.ド
イツ」「7.東欧」「8.ブラジル」「12.台湾」での
R&D実施割合が増加している。「研究者や技術者
の行動は各拠点によって全く異なっている。」が
低下傾向にある一方，「拠点間で研究分野の分担，
棲み分けが行われている。」「拠点間で知識や情報
が共有されている。」のように拠点間での分担と
連携も進んでいることがわかる。これを反映して，
「各拠点と日本でのシナジーによって革新的な製
品が開発されるようになった。」「各拠点と日本で
のシナジーによって効率的に研究開発が行われる
ようになった。」など海外での研究開発の成果も
改善傾向にある。
・�技術や品質の強化の一方での開発スピードの
低下

「他社と比べると顧客満足度は高い。」という，
製品への自己評価は上昇している。一方で，「技

ことを示す。以下では，トレンド係数が少なくと
も10％水準で有意となった項目に注目して，大ま
かな傾向を指摘する。
2015年まででは，「研究開発の高度化」「ユー
ザーへの評価，対応の低下」「研究開発のオープ
ン化の停滞と限界」「研究開発のインセンティブ
の変化」「海外での R&Dの自律化と成果向上」
「技術や品質の強化の一方での開発スピードの低
下」「組織文化の強化」といった変化動向が読み
取れたが（郷，濱岡 2016），今回も同様の傾向が
読み取れる。
・研究開発の高度化
「研究開発には多大な費用が必要である。」「研
究から実用化までには長い時間がかかる。」で大
学での研究は年と共に増加傾向にある。研究開発
のコスト増，長期化にともない，外部資源として
の大学の重要性が増している。
・ユーザーへの評価，対応の低下
「様々なニーズをもった消費者，ユーザーがい
る。」「インターネット上でのユーザー間での交流
が活発である。」「ユーザーが開発したり，カスタ
マイズするための情報やツールは簡単に入手でき
る。」「ユーザーからの新しい技術，製品について
の提案が多い。」などユーザーへの評価，対応が
低下している。
・研究開発のオープン化の停滞と限界
近年は，企業内での製品開発だけではなく，
ユーザーからのイノベーション（von Hippel 1988，
2005），企業外部のサプライヤー，取引先，大学
などからの知識を利用したオープン・イノベー
ション（Chesbrough 2003, 2006），さらには消費
者を巻き込んだ「共進化マーケティング」（濱岡 

2004）など，企業の外部からの知識の導入がアカ
デミックな観点では重視されている。
外部連携の相手として「10.技術を持った企業
をM&Aする。」は年度によるバラツキはあるも
のの，増加傾向にあり，日本企業でも技術を獲得
するためにM&Aが行われるようになってきたこ
とがわかる。ただし，「4. 大学や研究機関への研
究員の派遣」「6.　異業種の交流会への出席」「10. 
顧客，ユーザーを招いた社内技術報告会/展覧会
の開催」，さらに「研究者，技術者が営業担当者
や顧客と会うことがある。」など外部との交流活
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グラフに示すのみとする。

1） 　企業全体としての他社と比べた強み，組織
文化など

（ 1）　自社の強み（図 2）
自社の強みに関して，「他社と比べて製品の品

質，機能は高い。」「他社と比べると顧客満足度は
高い。」はともに平均値が高く，後者については
トレンド係数も正で有意である。一方，「技術環
境が変化したとき，柔軟に適応できる。」「他社と
比べて新製品の開発スピードは速い。」など，ス
ピードについては平均値も低く，前者については
トレンドとしても低下傾向にある。非上場企業も
上場企業と同様の傾向であるが，「他者と比べて
特許の数は多い。」の平均値は2.4程度と低くなっ
ている。
（ 2）　自社の組織文化（図 3）
自社の組織文化に関する質問項目については全

般的に他の設問よりも平均値が高くなっている。
また，上場，非上場企業の差も小さくなっている。
中でも，「経営の方向性をトップが明確に示して
いる。」は平均値が高いだけでなくトレンドとし
ても上昇傾向である。「貴社は顧客や取引先から

術環境が変化したとき，柔軟に適応できる。」と
いう，技術変化や製品の投入スピードへの評価が
低下傾向にある。
・組織文化の強化
「経営の方向性をトップが明確に示している。」
「貴社は顧客や取引先からも公正な企業だと評価
されている。」のような組織文化についての評価
は常に高い。

4．結果の概要

以下ではこれらの回答について単純集計の結果
を紹介する。前述のようにしてトレンド変数が有
意となった項目については（＊）のようにグラフ
中に表示してある。また，参考までにダミー変数
モデルで，いずれかの年ダミーが有意となったが
トレンドモデルよりも適合度が低い項目について
は［＊］のように示す。これらの項目は線形のト
レンドはないが，年の間で差異がある項目である。
なお，非上場企業については上場企業と比べて全
般的に研究開発の実態や成果などが低い傾向にあ
る。上場，非上場の比較については，別稿で行う
こととし，本稿では非上場企業の回答については

図 2　自社の強み
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2 ）　自社をとりまく環境についての設問
（ 1）　製品，市場の特徴（図 4）
製品や市場の特徴については，「強力な競争相

手がいる。」「売上げや利益を確保するには新製品
の投入が必要である。」などが高くなっており，
競争のために新製品を連続して投入することに
よって差別化を図ろうとしていることが窺われる。
製品の特徴については，「部品や素材だけでな

く，生産などのノウハウが重要である。」が高く
なっており，生産プロセスが重要な企業が多いこ
とがわかる。Chesbrough（2003, 2006）は，大学，
ベンチャー企業，ベンチャーキャピタルなど，利
用可能な外部資源が豊富になってきたことから，
これらを利用する「オープン・イノベーション」
が有効であると指摘している。しかし，ここでの
回答をみると，「研究者，技術者の移動が激し
い。」「ベンチャーキャピタルを活用しやすい。」
「技術的に優れたベンチャー企業が多い。」「その
分野をリードしている大学がある。」などは，い
ずれも低くなっており，オープン・イノベーショ
ンの環境は米国ほど整っていないことがわかる。

も公正な企業だと評価されている。」のような心
理的，社会的な評価は高まっている。一方，「製
品，価格，広告など一貫性のあるマーケティング
を行っている。」および「顧客や取引先からの提
案や苦情について，人や部門によって対応が異な
る傾向がある（逆転項目）。」の 2項目は，企業の
コミュニケーション・インテグリティ（濱岡，田
中 2006）」を測定するための項目であり，後者は
逆転項目だが，ともに平均値は低くなっている。
日本企業はリスク回避志向であると指摘される
が，「失敗しても再挑戦できる雰囲気である。」の
平均値は3.5となっている。同様に，トップダウ
ン型の米国型の経営に対して，日本では戦略の不
在（伊丹 1984；三品 2004，2007），ボトムアップ
（加護野ら 1983），もしくはミドルのがんばり
（Nonaka and Takeuchi 1996；金井 1991）が強調
されてきたが，前述のように「経営の方向性を
トップが明確に示している。」も高くなっている。
ここでいう「方向性」が必ずしも戦略を意味する
わけではないことに注意が必要だが，日本企業も
これらの点では変化してきたようである。

図 3　自社の組織文化
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わかる。一方，「ユーザーからの新しい技術，製
品についての提案が多い。」と比べて「ユーザー
が実際に新しい技術，製品を実現することがあ
る。」は低くなっており，ユーザー自身によるイ
ノベーションは提案よりも少ないことがわかる。

von Hippel and Katz（2002）は，ユーザー・イ
ノベーションを促進するためにツールキットを提
供することが重要であると指摘した。「ユーザー
がカスタマイズすることが容易な製品である。」
「ユーザーが開発したり，カスタマイズするため
の情報やツールは簡単に入手できる。」はともに
平均値が低く，トレンドとしても低下傾向にあり，
ユーザー・イノベーションが困難化する傾向にあ
る。

3）　研究開発の現状
（ 1）　研究開発の特徴（図 6

12）
）

「自社でコアとなる技術を開発している。」「特

一方で，「研究開発には多大な費用が必要であ
る。」「研究から実用化までには長い時間がかか
る。」の平均値は比較的高く，トレンドとしても
高くなる傾向がある。
（ 2）　ユーザー企業，消費者の特徴（図 5）
「様々なニーズをもった消費者，ユーザーがい
る。」はトレンドとして低下傾向にあり，ユー
ザーやニーズを絞り込んで対応している可能性が
ある。von Hippel（1988）は産業財，科学計測機
器におけるイノベーションの源泉を調査し，ユー
ザー企業がイノベーションの源泉となることがあ
ることを示した。その後，von Hippel（2005）では，
ソフトウェアやスポーツ用品などの領域でもユー
ザーがイノベーションの源泉となることを示して
いる。これを参考として，ユーザーについての項
目も設定した。
「優れた知識を持つユーザーが多い。」「優れた
技術を持つユーザーが多い。」「少数だが，極めて
先進的なニーズをもつユーザーがいる。」などの
平均値は高く，リードユーザーが存在することが

図 4　製品，市場の特徴
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12）2014年までは，「 5 :自社でコアとなる技術を
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れる。延岡（1996）は自動車業界について，共通
のプラットフォーム戦略が重要であると指摘して
いるが，本調査の回答業種ではプラットフォーム
への展開は困難なようである。
「研究開発の段階から生産，マーケティングな
ども視野に入れている。」は高くなっており，早
い段階から開発の後段階までが考慮される傾向に
あることがわかる。Clark and Fujimoto（1991）
は日米欧の自動車の製品開発プロジェクトを比較
し，日本企業では，複数の部署からなるチームが，
製品開発やマーケティング計画，生産計画などを
同時並行させ，早い段階から各種の問題を解決す
る特徴があることを指摘している。ここでの回答
も，これを反映しているといえる。ただし，「社
内の異なる研究領域の共同研究が積極的に行われ
ている。」は低くなっており，研究開発に限定す
ると，異なるテーマ間での交流があまり行われて
いないことがわかる。
「研究開発は個人の能力などに大きく依存す
る。」「技術の動向の見極め，目利きは特定の個人
に依存している。」ともに，平均値は 3を超えて
おり，研究開発の実施や技術の評価は個人に依存

許を取得することに積極的である。」が高いこと
から，研究開発が厳しくなる中で，自社で開発す
ることが重視されていることがわかる。「特許を
取得することに積極的である。」は高い一方，「特
許などによるライセンス収入を重視している。」
は低くなっている。オープン・イノベーションに
は外部の技術を導入する inboundオープン・イ
ノベーションと，自社の技術を外部に提供する
outboundオープン・イノベーションの 2種類が
ある（Chesbrough and Crowther 2006）。特許を
外部に提供するという outbound オープン・イノ
ベーションはまだまだ行われていないことがわか
る。
「複数の製品で共通に使えるプラットフォーム
を開発する。」は3.7であり，自社で開発したコア
技術を個別の製品ごとに展開していることが窺わ

図 5　ユーザー企業，消費者の特徴
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開発している。」～「 1 :他社の技術，部品，素
材を調達，組み合わせる。」のように，一対の言
葉を対置させるセマンティック・ディファレン
シャル尺度で回答してもらった。2015年度から
は図 6に示す一方のみを示すリッカート尺度に
変更した。
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究については，生産プロセス（工程）についての
研究も含まれているが， Utterback （1994）が示し
たように，product innovation と process innovation

する部分が大きいことがわかる。これらの項目の
トレンドはいずれも有意となっておらず，安定し
た傾向であるといえる。なお，「自社でコアとな
る技術を開発している。」「複数の製品で共通に使
えるプラットフォームを開発する。」「多様な領域
で研究開発を行っている。」「社内の異なる研究領
域の共同研究が積極的に行われている。」につい
ては他の年度と比べて高くなっているが，トレン
ドとしては有意ではない。
（ 2）　年間の開発件数および成功の件数（図 7）
年間の研究開発テーマを回答してもらった。平

均112.1件が行われているが，製品化したのは33.5
件，市場で成功したのはさらに少ない13.7件で
あった。研究開発を製品へと結びつけ，市場で成
功させることの困難さがわかる。
（ 3）　タイプ別の研究開発（図 8 a〜d）
研究開発について，総務省「科学技術研究調

査」では，基礎研究，応用研究，開発研究に大別
して研究費を回答させている

13）
。このうち，開発研

図 6　研究開発の特徴
4.5

3.0

3.5

2.0

4.0

2.5

1.5

1.0

2007 2012 2017 2017非上場

2.42.4

主
要
な
製
品
は
消
費
者
向
け
で
あ
る
。

技
術
プ
ッ
シ
ュ
型
で
あ
る
。

ご
く
少
数
の
コ
ア
技
術
の
育
成
に
注
力
す
る
。

一
つ
の
コ
ア
技
術
を
複
数
の
製
品
，

市
場
に
展
開
す
る
。

4.34.3

［
＊
＊
＊
］ 自

社
で
コ
ア
と
な
る
技
術
を

開
発
し
て
い
る
。

3.73.7

［
＊
＊
＊
］ 複

数
の
製
品
で
共
通
に
使
え
る

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
開
発
す
る
。

3.63.6

［
＊
＊
＊
］ 多

様
な
領
域
で
研
究
開
発
を
行
っ
て
い
る
。

3.33.3

［
＊
＊
＊
］ 社

内
の
異
な
る
研
究
領
域
の
共
同
研
究
が

積
極
的
に
行
わ
れ
て
い
る
。

4.04.0

研
究
開
発
の
段
階
か
ら
生
産
，

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
な
ど
も
視
野
に
入
れ
て
い
る
。

3.73.7

研
究
開
発
は
個
人
の
能
力
な
ど
に

大
き
く
依
存
す
る
。

3.23.2

技
術
の
動
向
の
見
極
め
，

目
利
き
は
特
定
の
個
人
に
依
存
し
て
い
る
。

3.03.0

比
較
的
多
く
の
テ
ー
マ
を
設
定
し
，

途
中
で
絞
り
込
む
。

3.83.8

特
許
を
取
得
す
る
こ
と
に
積
極
的
で
あ
る
。

2.32.3

＊
特
許
な
ど
に
よ
る
ラ
イ
セ
ン
ス
収
入
を

重
視
し
て
い
る
。

平
均
値
（
５
段
階
尺
度
）

注）　2014年までは，一対の言葉を対置させるセマンティック・ディファレンシャル尺度で回答してもらった。
　  　「技術プッシュ型である。」「ごく少数のコア技術の育成に注力する。」「一つのコア技術を複数の製品，市場に展開す

る。」は2012年度以降質問していない。

13）総務省「科学技術研究調査」による定義は以
下の通り（総務省統計局ホームページ　http://
www.stat.go.jp/data/kagaku/2007/index.htm）。

　・基礎研究
　　 　特別な応用，用途を直接に考慮することな

く，仮説や理論を形成するため，又は現象や
観察可能な事実に関して新しい知識を得るた
めに行われる理論的又は実験的研究をいう。

　・応用研究
　　 　基礎研究によって発見された知識を利用し

て，特定の目標を定めて実用化の可能性を確か
める研究や，既に実用化されている方法に関
して，新たな応用方法を探索する研究をいう。

　・開発研究
　　 　基礎研究，応用研究及び実際の経験から得

た知識の利用であり，新しい材料，装置，製
品，システム，工程等の導入又は既存のこれ
らのものの改良をねらいとする研究をいう。
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の開発に関しては， 7割程度の企業が各部署で
行っている。このように，特別な応用，用途を直
接に考慮することがない基礎研究は大学などの外
部と連携し，生産など自社の能力に依存する部分
が大きいものほど内部の各部署で担当しているこ
とがわかる。
なお，非上場企業と上場企業を比べると，製品

開発，生産プロセスについては回答のパターンに

は異なる段階で生じる。よって，本研究では，開
発研究を設計および新製品開発に関するものに限
定し，生産技術を別項目とした。これら， 4種類
別の実施状況（自社や外部でどれくらい行ってい
るのか）を回答してもらった。
基礎研究は外部との連携が多いが，応用研究は
各部署で行う他，外部と連携して行っている割合
も48％程度ある。製品開発/設計，生産技術など

図 8 a　タイプ別の研究開発�（基礎研究）
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化したかを回答してもらった（ 5：大幅に増加～
3：変わらない～ 1：大きく減少）。「 3）　研究
開発の現状」同様，有意なトレンドはない。

5）　研究開発に関する社内制度（図10）
「社内での技術交流会」「研究開発，技術戦略の
策定」といった企業レベルでの取り組みは 7割程
度が導入している。ただし，これらについては低

大きな違いはない。これに対して，基礎研究，応
用研究については非上場企業では「専門の部署が
行っている。」が低く，「自社には必要ない。」「必
要に応じて行うこともある。」が比較的高くなっ
ており，上場企業との違いが明確である。

4）　研究開発の動向 5年前との比較（図 9）
5年前と比べて自社の研究開発がどのように変

図 8 b　タイプ別の研究開発（応用研究）
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図 8 c　タイプ別の研究開発（製品開発）
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向にある。
インセンティブについては，「15.研究者への年

俸制」「12.リサーチフェローなど研究者の地位優
遇制度」は低い一方，「13.出願特許数などの目標
数設定」「14.売上などに連動した職務発明への報
酬制度」など，目標とそれに応じた成果配分がな
されていることがわかる。ただし，「12.リサーチ
フェローなど研究者の地位優遇制度」は増加傾向
にある。金銭よりも地位や仕事で報いるという日

下傾向にある。研究では一定の自由度を確保する
ことの重要性が指摘されるが，「自主的な研究
テーマの設定」の割合は高い一方，低下傾向にあ
る。また，「9.社内での起業制度」の導入割合は
低いだけでなく低下傾向にある。研究レベルでは
自由度を維持しているが，ビジネスには結びつか
ないのかもしれない。「4. 社内での技術交流会」
「5. 研究分野の異なる領域での複合テーマの設定」
といった社内での交流を促進する仕組みも低下傾

図 9　研究開発の動向（ 5年前との比較）
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ケティングの両方を担える人材が不足しているこ
とがわかる。
「研究開発の各段階で進捗状況をチェックして
いる。」「成果を評価し，テーマやプロジェクトの
打ち切りも行う。」の評価は高いものの，前問で
「プロジェクトの定量的評価」の導入割合は低く
なっていたことから，定量的な評価が困難である
ことがわかる。評価については「研究開発の成果
を論文の数など学術的見地から評価している。」
は低く，「研究開発の成果を経済的な成果という
見地から評価している。」は高くなっている。ア
カデミックな貢献よりは経済的な貢献を求めてい
ることがわかる。

5．研究開発における外部連携

1）　連携の相手（図12）
外部と研究開発を行う相手は「国内の大学」

「国公立の研究機関」に続いて「顧客」の割合が
高くなっている。「特許，ライセンスなどを購入
する」「技術を持った企業をM&Aする」も 2～
3割の企業が行っており，後者は増加傾向にある。
ただし，「子会社」「親会社」との連携も行ってい

本型の報酬システム（高橋 1997）のよさが見直
されているのかもしれない。
オープン・イノベーションに関しては，外部の
技術を評価し取り入れることが重要だが，「16.外
部技術の評価を行う部署」「20.プロジェクトの定
量的評価」とも低い。上述のように外部との連携
は進んでいるものの，対応のための体制は整って
いないようである。これは非公式もしくは個人に
依存した形で外部連携が進められていることを示
唆する。非上場企業における導入割合は全般的に
低い。

6）　研究開発に関する社内システム（図11a，b）
研究開発のプロセス，組織，評価などについて
5段階で回答してもらった。「研究者，技術者が
製品化のことまで視野に入れて研究を進めてい
る。」「研究者，技術者が営業担当者や顧客と会う
ことがある。」が高くなっており，研究開発につ
いての設問（図 6）で，「研究開発の段階から生
産，マーケティングなども視野に入れている。」
が高くなっていたことと一致する。ただし，「研
究開発とマーケティングの両方に通じている者が
多い。」の平均値は低く，実際に研究開発やマー

図10　研究開発に関する社内制度

75
（％）

50

25

0

2007 2012 2017 2017非上場

1.
技
術
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
な
ど
を
利
用
し
た

将
来
計
画
の
立
案

＊
＊
2.
研
究
開
発
，
技
術
戦
略
の
策
定

3.
イ
ン
ト
ラ
ネ
ッ
ト
で
の
情
報
交
換
や

共
有

＊
＊
4.
社
内
で
の
技
術
交
流
会

＊
＊
＊
5.
研
究
分
野
の
異
な
る
領
域
で
の

複
合
テ
ー
マ
の
設
定

＊
＊
＊
6.
自
主
的
な
研
究
テ
ー
マ
の
設
定

7.
研
究
テ
ー
マ
の
社
内
公
募
制
度

8.
人
材
や
配
属
の
社
内
公
募
制
度

＊
＊
9.
社
内
で
の
起
業
制
度

［
＊
＊
＊
］ 10

.学
会
発
表
な
ど

学
術
的
見
地
か
ら
の
成
果
評
価

11
.研
究
者
の
表
彰
制
度

12
.リ
サ
ー
チ
フ
ェ
ロ
ー
な
ど
研
究
者
の

地
位
優
遇
制
度

13
.出
願
特
許
な
ど
の
目
標
数
設
定

＊
＊
＊
14

.売
上
げ
な
ど
に
連
動
し
た

職
務
発
明
へ
の
報
酬
制
度

15
.研
究
者
へ
の
年
俸
制

16
.外
部
技
術
の
評
価
を
行
う
部
署

17
.裁
量
労
働
，
フ
レ
ッ
ク
ス
制

［
＊
］ 18

.研
究
者
，
技
術
者
へ
の

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
な
ど
の
教
育
，
研
修

19
.研
究
者
，
技
術
者
の
経
営
や

営
業
関
連
部
門
へ
の
配
属
，
出
向

＊
＊
20

.プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
定
量
的
評
価

＊
＊
21

.こ
れ
ら
は
導
入
し
て
い
な
い

回
答
率

48.348.3

70.870.8

55.155.1

67.467.4

22.522.5

50.650.6

30.330.3

19.119.1

1.11.1

21.321.3

59.659.6

21.321.3

56.256.2

11.211.2 10.110.1

55.155.1

50.650.6

56.256.2
49.449.4

9.09.0
0.00.0

047-076_三田商学_61-4-00_濱岡豊_2段組_Pr6N.indd   63 2018/11/14   15:05



三 田 商 学 研 究64

図11a　研究開発に関する社内システム（その 1）

図11b　研究開発に関する社内システム（その 2）
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2 ）　外部連携のためのしくみ（図13）
外部への自社の技術の提供，逆に外部からの獲

得のための仕組みの導入について回答してもらっ
た。「3.研究者や技術者による顧客への対応」「5. 
同業者の交流会への出席」「4.大学や研究機関へ

ることから，市場から知識を調達することを重視
する Chesbrough（2003，2006）の「オープン・
イノベーション」とは異なった半・オープンな側
面があるといえる（Hamaoka 2009， 2012）。

図12　研究開発における外部連携の相手

図13　研究開発における外部連携のための仕組み
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ンしている。」ものの，「他の企業からの技術的な
提案を受け入れる制度が確立している。」「外部に
自社の技術を積極的に提供する制度が確立してい
る。」はともに低く，制度としての導入は遅れて
いることがわかる。

Katz and Allen（1982）は，社外の重要な技術
を無視しがちであるということを Not Invented 

Here（NIH）症候群と呼んだ。これは外部の技術
を取り込む際の障害となるが，「基礎開発から自
社で行うことを重視している。」「他社の技術には
頼らず，自社の技術にこだわる。」ともさほどは
高くはなく，大きな障害とはなっていないようで
ある。

Cohen and Levinthal（1990），Tsai（2001） が
指摘するように，外部からの技術があったとして
も，それを解釈し利用する吸収能力 absorptive 

capac ityがなければ，自社の技術と結びつけるこ

の研究員の派遣」「7.自社技術の学会報告」をは
じめとして，人的な交流については多くの企業が
行っていることがわかる。
しかし，具体的な部署/人員の配置については

「14.外部の技術を探索するため」も低いが，「15.
外部に技術を提供するため」については，さらに
低くなっている。また，「12.特許流通業者」につ
いても，外部技術の探索，自社技術の提供ともに
利用割合は低くなっている。これからみても，外
部に自社の技術を提供するビジネスモデルが確立
している企業はまだ少ないといえる。

3） 　研究開発における外部連携への評価（図14）
研究開発について，外部連携に関する項目を中
心に回答してもらった。外部の知識を取り入れた
り，提供するためには，社内にそれを行う制度が
必要だが，「外部の技術の動向を積極的にスキャ

図14　研究開発における外部連携への評価
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。
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＊
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＊
＊
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。
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。
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＊
＊
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。
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注） 　「外部の個人，組織との共同研究，委託研究の成果を測定，評価している。」「外部の個人，組織と共同研究や委託研究
を管理，進行する能力は高い。」「外部の個人，組織との共同研究や委託研究で問題が生じないように調整する能力が高
い。」は2012年から設定した。
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たところ，37.2％（51社）が行っていた。以下は，
この51社の回答である。なお，過去11年間で海外
で R&Dを行っている企業の割合は増加傾向にあ
る。
（ 1）　研究開発を行っている国（図15）
海外での研究開発については，米国，中国，東

南アジアで行う企業が多い。「3.ドイツ」「8.ブラ
ジル」「12.台湾」で行う企業が増加している。
（ 2）　海外での研究開発の目的（図16）
海外での研究目的としては，「自社製品を現地

市場に適合させるため」「現地での新製品開発」
「研究開発」が比較的高くなっている。これらの
うち「現地での新製品開発」「研究開発」は増加
トレンドにある。
（ 3）　海外における研究開発拠点の実態（図17）
海外の研究開発拠点に関しては，国内外の研究

拠点との分担・連携，マネジメント，現地での諸
機能・機関との交流，拠点間での情報共有と情報
交換，成果に関する項目を設定した。
マネジメントについては，研究員レベルは現地

採用される傾向があるが，トップマネジメントに
ついてはその傾向は低い。研究分野について，
「拠点間での研究分野の分担，棲み分けが行われ
ている。」「各拠点間の研究の重複がないように本
社が調整している。」ことがわかる。
「日本から海外拠点への市場に関する情報提供
は充分行われている。」「海外拠点から日本への市
場に関する情報提供は充分行われている。」も高
く，日本と海外拠点間での情報交換は比較的行わ
れていることがわかる。一方で「拠点間で知識や
情報が共有されている。」「拠点間で必要な情報や
ノウハウを支援する仕組みがある。」も 3よりも
高くなっており，拠点間の情報交換もある程度行
われている。
（ 4）　海外における研究開発の成果（図18）
さらに成果について，スピード，技術移転，各

拠点レベルでの成果，拠点と日本との相乗効果，
知識の蓄積についての項目を設定した。「特許申
請」「革新的な技術」といった具体的な成果につ
いての評価は高くはないが，「トップクラスの企
業との交流」「トップクラスのユーザーとの交流」
についての評価がこれらよりも高い。さらに，
「各拠点と日本でのシナジーによって革新的な製

とはできない。「外部の技術をそのまま取り入れ
ることが得意である。」は低いものの「外部の技
術を内部の技術と結びつけることが得意である。」
は比較的高くなっている。ただし，これらはいず
れも低下トレンドにある。
オープン・イノベーションには外部の技術を導
入する inboundオープン・イノベーションと，自
社の技術を外部に提供する outboundオープン・
イノベーションの 2 種類がある（Chesbrough 

and Crowther 2006）。ここまでにみたように，
inboundについての「外部技術の導入によって，
研究開発のスピードが向上した。」「外部の技術を
取り入れて革新的な製品ができるようになった。」
「外部の技術を取り入れた製品が市場でも成功し
ている。」と比べて，outboundについての「自社
が他社に提供した技術によって革新的な製品がで
きるようになった。」「自社が提供した技術を取り
入れた他社の製品が市場でも成功している。」「自
社の特許などのライセンス収入が増加した。」の
値は低くなっており，自社技術の外部への提供は
遅れていることがわかる。
また，「企業間関係のマネジメント能力

（Kirschman and LaPorte 2008）」については，「外
部の個人，組織との共同研究，委託研究の成果を
測定，評価している。」「外部の個人，組織と共同
研究や委託研究を管理，進行する能力は高い。」
「外部の個人，組織との共同研究や委託研究で問
題が生じないように調整する能力が高い。」とも
平均値は 3程度と高くはない。オープン・イノ
ベーションの成果を挙げるには，企業間関係のマ
ネジメント能力を向上させる必要がある。前述の
ように日本企業の場合，完全にオープンな外部を
利用するのではなく，子会社や親会社という中間
的な主体を活用することによって，企業関係マネ
ジメントの必要性を低減させている可能性もある。
「研究開発が製品化へと結びついている。」の平
均値は，比較的高いものの低下傾向にあり（表
2），外部からの技術を取り入れて成果につなげ
ることが困難化していることがわかる。

6.　海外における R&D

海外で R&Dを行っているかを回答してもらっ
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が，例えばスーパー・マーケットは自社だけでビ
ジネスは成立せず，サプライヤーから商品を調達
する必要がある。ウォルマート社は，サプライ
ヤーに対して，調達情報システム procurement 

systemを提供し，リアルタイムでの需要データ
という重要な情報を与えている。これによって，
自社の取引を効率的に行うだけでなく，サプライ
ヤーによる戦略的な行動も可能としている。この
ように自社だけでなく複数の主体が結びついた
ネットワーク，つまりエコシステム全体として高
い成果を挙げている。

品が開発されるようになった。」「各拠点と日本で
のシナジーによって効率的に研究開発が行われる
ようになった。」など，平均値は低いもののグ
ローバルな R&Dの成果も向上する傾向がある。

7.　エコシステム

1）　ビジネス・エコシステム
他社との共生を重視する「エコシステム」とい
う概念が重視されている（Iansiti and Levien 

2004a, b）。これは生態学からのアナロジーである

図16　海外での開発の研究目的
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図15　研究開発を行っている国
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注）　これ以降グラフは海外で R&Dを行っている企業のみ。年によって異なるが，2015年度は49社。
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ジンまわりの部品を挙げている。元橋 （編）
（2017）が指摘するように，「（ハイテク）プラッ
トフォーム」は製品に限定した狭い概念となって
いる。
エコシステムにおける他者との補完関係を利用

するというアイディアはオープン・イノベーショ
ン（Chesbrough 2003, 2006）とも関連づけて議
論されている（元橋 （編） 2017）。この他，アーキ
テクチャー，ガバナンスといった概念とも関連づ
けられている（Tiwana 2013）。

2）測定項目
オープン・イノベーションに関しては，この調

査を開始した2007年から調査項目を設定してきた
が，2017年はエコシステム関連の質問を設定した

14）
。

Iansiti and Levien （2004a）は，環境・イノベー
ションの変化水準，管理する関係の複雑さの高低
によって，戦略もしくは企業を 4類型している
（表 3）。環境・イノベーションの変化水準が高い
環境で，ウォルマートのように多くの関係をマネ
ジメントするのが「キーストーン keystone」で
あり，相対的に管理する関係が少ない取引先は
「ニッチェ niche」と呼ばれる。
このようなエコシステムを成立させるために
は，共通で利用できるサービス，ツール，技術な
どの「プラットフォーム」を提供する必要があ
る（Iansiti and Levien 2004a）。なお，Gawer and 

Cusumano（2002, 2014）も「（ハイテク）プラッ
トフォーム」という言葉を使っているが「下位シ
ステムが相互にイノベーションを創発しあう進化
するシステム（Gawer and Cusumano　2014，邦
訳 p. 3）」と定義し，具体例として，CPUやエン

図17　海外における研究開発拠点の実態
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注） 　「時差を利用して，24時間体制での研究開発を行っている。」「各拠点では本社が強みをもった分野の研究を行ってい
る。」「各研究開発拠点のマネジメント方法はほとんど同じである。」「研究者や技術者の行動は各拠点によって全く異
なっている。」「各拠点は現地のマーケティングと十分に連携している。」「海外拠点間での技術情報の交換は充分に行わ
れている。」「日本から海外拠点への市場に関する情報提供は充分行われている。」「海外拠点から日本への市場に関する
情報提供は充分行われている。」「海外拠点間での市場に関する情報の交換は充分に行われている。」については2012年以
降は設定していない。

14）下記のような説明を加えた。
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ジネスの補完性」「プラットフォームの構築・提
供」「他社のプラットフォームの利用」について，
次のようにそれぞれ 2 - 3 項目を設定して測定し
た（図19）。

・ビジネスの補完性（α=0.605）
「貴社のビジネスのためには，自社だけでなく
他社の製品やサービスの充実が重要である。」
「貴社のビジネスを補完できる相手を積極的に
支援，連携している。」

エコシステムが成立する条件として重要な，「ビ

図18　海外における研究開発の成果
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点
と
日
本
で
の
研
究
の

相
乗
効
果
が
得
ら
れ
た
。

2.92.9

＊
＊
各
拠
点
と
日
本
で
の
シ
ナ
ジ
ー
に
よ
っ
て

革
新
的
な
製
品
が
開
発
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

3.13.1

＊
各
拠
点
と
日
本
で
の
シ
ナ
ジ
ー
に
よ
っ
て

効
率
的
に
研
究
開
発
が
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。

注） 　「各拠点は，その国でトップクラスの研究開発を行っている。」「各拠点は，その国でトップクラスの人材を集めてい
る。」「各拠点では開発のスピードが向上している。」「各拠点は各地域市場での生産能力の向上に寄与した。」「各拠点を
通じた日本への技術移転が進んだ。」「各拠点を通じた日本からの技術移転が進んだ。」「各拠点と日本での研究の相乗効
果が得られた。」については2012年以降は設定していない。

表 3　企業・戦略の 4類型

管理する関係の複雑さ 低 高

環境・イノベーションの変化水準
高 Niche Keystone （Value creator）
低 Commodity Physical dominator

出所）　Iansiti and Levien（2004a）

　　Q19　ハードとソフト，CPUとメモリー，電
気自動車と電気ステーション，メーカーの販売
用サイトの他社への公開など「エコシステム
（企業間ネットワーク）」を構成するという観点
が重視されています。そのためには共通で利用
可能な（業界標準ではない）製品の規格などの
情報や，販売のためのサイトなどのプラット
フォームが重要だとされています。以下ではこ
れに関してお答え下さい。
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ていることがわかる。非上場企業はすべての項目
について上場企業よりも平均値が低くなっている。
これは自社のプラットフォーム構築だけでなく，
他社のプラットフォーム利用もしていないことを
意味し，エコシステムのネットワークに組み込ま
れていない企業が多いと解釈できる。

3）　エコシステムの三つの要素の規定要因
ここでは，「ビジネスの補完性」「自社プラット

フォームの構築・提供」「他社のプラットフォー
ムの利用」の規定要因を分析する。まず，探索的
因子分析（プロマックス回転）を行ったところ，
想定したとおりの因子が抽出された。このため，
各因子の項目の合計値を項目数で除した合成変数
を用いることとした。説明変数としては上場/非
上場ダミー，業界ダミー，log（資本金），log（従
業員数）を導入した。これらを用いてステップワ
イズ回帰分析を行った（表 4）。
「食品（業界）」はビジネスの補完性，他社プ
ラットフォームの利用に対して正で有意であり，
自社ではなく他社のプラットフォームを利用して

・プラットフォームの構築・提供（α=0.756）
「貴社は（業界標準ではなく）独自の製品や販
売・マーケティングに関する規格，情報，ツール
を構築している。」
「（業界標準ではなく） 貴社独自の製品に関する
規格，情報，ツールを他社に公開・提供してい
る。」
「貴社の販売・マーケティングに関する情報，
ツール，サイト等を他社に公開・提供している。」
・他社のプラットフォームの利用（α=0.804）
「他社の提供する製品に関する規格，情報，
ツールを利用している。」
「他社の提供する販売・マーケティングに関す
る情報，ツール，サイト等を利用している。」

ビジネスの補完性に関する 2項目は平均値 3よ
りも高いが，他の項目については，概ね 3を下
回っている。特に「貴社の販売・マーケティング
に関する情報，ツール，サイト等を他社に公開・
提供している。」は低くなっており，マーケティ
ングにおけるプラットフォーム構築・提供は遅れ

図19　エコシステムに関する設問
4.0

3.0

2.0

上場 非上場 全体

3.33.3
平
均
値
（
５
段
階
尺
度
）

貴
社
の
ビ
ジ
ネ
ス
の
た
め
に
は
，

自
社
だ
け
で
な
く
他
社
の
製
品
や

サ
ー
ビ
ス
の
充
実
が
重
要
で
あ
る
。

3.13.1
貴
社
の
ビ
ジ
ネ
ス
を
補
完
で
き
る
相
手
を

積
極
的
に
支
援
，
連
携
し
て
い
る
。

3.03.0

貴
社
は
（
業
界
標
準
で
は
な
く
）
独
自
の

製
品
や
販
売
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
に
関
す
る

規
格
，
情
報
，
ツ
ー
ル
を
構
築
し
て
い
る
。

2.52.5

（
業
界
標
準
で
は
な
く
）
貴
社
独
自
の

製
品
に
関
す
る
規
格
，
情
報
，
ツ
ー
ル

を
他
社
に
公
開
・
提
供
し
て
い
る
。

2.52.5

貴
社
の
販
売
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
に
関
す
る

情
報
，
ツ
ー
ル
，
サ
イ
ト
等
を
他
社
に

公
開
・
提
供
し
て
い
る
。

2.72.7

他
社
の
提
供
す
る
製
品
に
関
す
る
規
格
，

情
報
，
ツ
ー
ル
を
利
用
し
て
い
る
。

2.82.8

他
社
の
提
供
す
る
販
売
・

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
に
関
す
る
情
報
，

ツ
ー
ル
，
サ
イ
ト
等
を
利
用
し
て
い
る
。

注）　この設問は2017年度のみ設定した。
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とは，単純集計に示すような傾向が日本企業に共
通する傾向であることを示唆している。
一方，有意に変化した項目からは，「研究開発

の高度化」「ユーザーへの評価，対応の低下」「研
究開発のオープン化の停滞と限界」「研究開発の
インセンティブの変化」「海外での R&Dの自律
化と成果向上」「技術や品質の強化の一方での開
発スピードの低下」など，研究開発が困難になっ
ていることがわかった。一方で，「トップによる
方向性の明示や，信頼や公正さなど組織文化の強
化」が進行している。このように時系列でみても，
日本企業の研究開発には様々な問題があることが
わかった。ただし，技術についての評価は，比較
的高い水準にある。このことは，技術をいかに市
場につなげていくかという点が重要になることを
示唆している。
2017年度は自社だけでなく他社との共生を目指

す「エコシステム」についても質問したが，自社
独自のプラットフォームの設立，他社への提供，
他社設立のプラットフォームの利用とも，評価は
低いことがわかった。
本研究は2018年度まで科研費による助成が決定

補完性を高める傾向があるといえる。一方で，
「石油（業界）」は，ビジネスの補完性，他社プ
ラットフォームの利用に対して負で有意であり，
エコシステムを形成しにくいといえる。「自社プ
ラットフォームの構築・提供」に関して，業界ダ
ミーは有意ではなく，これの測定項目はいずれも
平均値が 3を下回っていたことから，いずれの業
界も自社プラットフォームの構築が進んでいない
ことがわかる。log（資本金）は，ビジネスの補
完性，自社プラットフォームの構築・提供に対し
て，また，log（従業員数）は他社プラットフォー
ムの利用に対して正で有意であり，大企業の方が
エコシステムに組み込まれていることがわかる。

8．まとめと今後の方向性

本稿では「研究開発に関する調査」について
2007年から2017年の変化をまとめ，2017年調査の
結果を概観した。時系列で比較可能な323項目の
うち，有意に変化したのは56項目であった。11年
間（10回）ともに回答していただいた企業はな
かったが，このように安定した結果が得られたこ

表 4　エコシステムに関する 3因子の規定要因

ビジネスの補完性
自社プラットフォームの

構築・提供
他社プラットフォームの

利用
係数 t値 係数 t値 係数 t値

切片 2.486＊＊＊ 10.90 2.221＊＊＊ 10.05 2.184＊＊＊ 8.43
食品 0.355＊＊ 2.59 0.218 1.56
パルプ 0.453＊ 1.83
ゴム 0.547＊＊ 2.24
医薬品 0.273＊＊ 2.18
石油 －1.406＊＊＊ －3.66 －0.826＊ －1.95
機械 －0.339＊＊ －2.17
電気 0.522＊＊＊ 4.05
鉄鋼 －0.611＊ －1.91 －0.728＊ －1.75
自動車 －0.171 －1.64
log（資本金） 0.042＊＊ 2.21 0.037＊＊ 2.06 　 　
log（従業員数） 　 　 　 　 0.079＊ 1.93
N 204 204 204
R 2 0.18 0.061 0.084
adj. R 2 0.15 0.047 0.061

注）　＊＊＊： 1 ％水準で有意　＊＊： 5 ％水準で有意　＊：10％水準で有意　＊なし：20％水準で有意
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している。今後も調査継続しながら，海外での
R&Dの成果の規定要因などについての分析を行
う予定である。
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